
地方公務員共済制度の概要等 

1. 根拠法  地方公務員等共済組合法 

2. 制度の目的 
   地方公務員の病気、負傷、出産、休業、災害、退職、障害若しくは死亡又は 
   その被扶養者の病気、負傷、出産、死亡若しくは災害に関して適切な給付を行 
     うため、相互救助を目的とする共済組合の制度を設け、地方公務員及びその 
   遺族の生活の安定と福祉の向上に寄与するとともに、公務の能率的運営に資 
     することを目的とする。 

3. 事業内容 
 ① 短期給付事業（健康保険制度に相当する公的医療保険事業、雇用保険 
   制度の育児休業給付・介護休業給付に相当する事業） 
 ② 長期給付事業（公的年金事業） 
 ③ 福祉事業（医療施設・宿泊施設の設置運営、特定健診等の保健事業、 
   組合員への貸付け事業等） 
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警察共済組合 

公立学校共済組合 

都職員共済組合 

地方職員共済組合 

指定都市職員共済組合（10組合） 

市町村職員共済組合（47組合） 
都市職員共済組合（３組合） 

全国市町村職員共済組合連合会 

札幌市、横浜市、川崎市、名古屋市、京都市、
大阪市、神戸市、広島市、北九州市、福岡市 

北海道市町村～沖縄県市町村（47組合） 

北海道都市（函館市ほか11市）、仙台市、 
愛知県都市（豊橋市ほか11市）  （3組合） 

地
方
公
務
員
共
済
組
合
連
合
会 

道府県の職員等 306千人 

公立学校の職員等 

都道府県警察の職員及び 
警察庁職員 

東京都の職員及び 
特別区の職員 

指定都市の職員 

指定都市以外の 
市町村の職員 

合計 64共済組合 

950千人 

292千人 

122千人 

170千人 

1,002千人 

組合員数計 2,842千人 
（平成25年3月31日現在） 

※四捨五入の関係で個々の組合の組合員数の合計は「組合員数計」と一致しない 

加入 
※平成26年12月1日に加入（長期給付は平成27年10月から統合） 

※ 市町村連合会の構成組合は、主に短期給付 
 及び福祉事業を行い、市町村連合会は、主に 
 長期給付を行う。 

地方公務員共済組合の組織 
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○ 組合員数       ２８４万人 

○ 年金受給権者数  ２９１万人 

○ 収支の概況 
  （運用以外の収支） 

○ 年度末資産総額  ３８兆４，５０９億円（時価） 

収入総額      ４兆８，５９９億円 

 うち保険料収入 ２兆９，８６３億円 

 うち公経済負担     ６，７９５億円 

 うち追加費用      ８，７７７億円 

支出総額   ６兆１，０３２億円 

 うち給付費 ４兆６，２５６億円 

 うち基礎年金拠出金 

         １兆３，６３０億円 

 （運用によるネット収支） ２，９３６億円  

地方公務員共済年金の現状※平成24年度末（精査中） 
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○ 業務上の余裕金は、事業の目的及び資金の性格に応じ、安全かつ効率的な方法により、かつ、組合員の福祉の 
 増進又は地方公共団体の行政目的の実現に資するように運用しなければならない。 
 
 
○ 業務上の余裕金の運用に関する基本方針を作成し、主務大臣の承認を受けた組合、連合会にあっては、当該基 
 本方針に基づいて、その業務上の余裕金を運用。 
 
   
○ 業務上の余裕金の運用に関する基本方針を変更しようとするときは、主務大臣の承認を受けなければならない。 
 
 
○ 業務上の余裕金の運用は、次に掲げる方法により運用するものとする。 
 ・ 銀行その他の金融機関への預金 
 ・ 地方公共団体の一時借入れに対する貸付け 
 ・ 信託会社又は信託業務を営む金融機関への信託 
 ・ 国債、地方債、特別の法律により法人の発行する債券、貸付信託の受益証券その他確実と認められる有価証券 
   の取得 
 ・ 不動産の取得 
 ・ 組合員を被保険者とする生命保険の保険料の払込み 
 ・ 財政融資資金への預託（注：被用者年金一元化と同時に廃止） 
 ・ 地方公共団体金融機構債の取得 
 ・ 組合員の貸付に充てるための貸付事業に対する貸付 
 ・ その他福祉事業に対する貸付 
 
  

 

地方公務員共済組合の積立金運用に関する規制等 
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H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 10年 
平均 

4.83 3.23 8.44 3.36 ▲3.42 ▲6.79 6.73 ▲0.04 2.24 8.81 2.63 

区分 国内債券 国内株式 外国債券 外国株式 短期資産 計 

資産規模（億円） 239,446 50,153 34,318 39,570 21,022 384,509 

資産構成割合（％） ６２．３ １３．０ ８．９ １０．３ ５．５ １００．０ 

地方公務員共済組合の運用実績及び資産構成割合 

＜①収益率（％）＞ 

＜②収益額（億円）＞ 

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 10年間 
累積 

16,995 12,200 32,363 13,769 ▲14,259 ▲26,799 24,130 ▲145 8,120 31,619 97,993 

＜③運用資産時価総額（億円）＞ 
H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 

379,605 386,664 412,945 420,246 398,579 362,067 376,161 366,356 364,483 384,509 

＜④資産規模（時価総額）及び資産構成割合＞ 

※国内債券には、財政融資資金への預託 ２９８億円、地方公共団体金融機構債・地方債の購入努力義務分 ３５，８０２億円、 
     組合員貸付事業及びその他福祉事業等への貸付 １１，５３９億円、不動産 ９７２億円を含んでいる。 

（平成24年度末実績） 

※平成24年度数値については精査中 
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厚生労働大臣
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年金積立金
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独立法人

国共連 地方公務員共済組合連合会
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主 務 大 臣

管理運用主体
（実施機関）

実 施 機 関

私学事業団

管理運用 
の方針 

（厚79の6） 

管理運用の方針 
（厚年法79の6；地共済法112の3） 管理運用 

の方針 
（厚79の6） 

管理運用 
の方針 

（厚79の6） 

基本方針 
（地共済法 
112の4） 

基
本 
方
針 

基
本 
方
針 

基
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針 

基
本 
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針 

基
本 
方
針 

積立金の資産の構成の目標（厚年法79の5） 
（モデル・ポートフォリオ）

積立金基本指針（厚年法79の4）

財務大臣 総務大臣 文部科学大臣

地方公務員共済組合における積立金管理・運用のしくみ
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